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第2回定例会や申し入れ等で都議会公明党の主張実現！！

震災特集号

都は被災地域の子どもたちに対し、
都内で開催される国際大会など、注目
度の高いスポーツ大会に招待します。
またホームステイなども含め、東京の
子どもたちと合同練習を行うなど、体
を動かせる機会も提供します。

原発事故を受けて都は、雨などの降下物に含まれる放射性物質について、
客観的なデータに基づき、健康への影響に関する情報を広く提供します。また、
区市町村や保健所に放射線量の測定機器を貸与するなど、監視を強化します。

地域ごとの液状化予測図について、都は今後、新たに実施する地質調査の
データに基づいた判定結果を関係各局へ年度内に情報提供します。また、地
形や液状化の履歴などを踏まえ、2012 年度末をめどに予測図の見直しを完了
させます。

液状化による建物被害への対策として、都は7月末をめどに専門家を含め
た検討委員会を設置します。その上で、木造住宅を含む建築物を対象に都民
にとって分かりやすい液状化対策の指針を作成し、広く情報提供します。

都内に残った都電荒川線－8月1日に100周年を
迎えました。環境に優しい地域の乗り物として路
面電車を残しておいて本当に良かったと思います。
100周年を記念し東京都交通局は江戸東京博物
館で特別展｢東京の交通100年博｣を開催。地元
荒川区でも、あらかわ遊園地内に｢下町都電ミニ
資料館｣がオープン、親子連れで賑わっています。

今回の震災で液状化などの被害を受けた都内住宅が、被災者生活再建支
援法の支援を受けられないことから、都は国に対し、同法の適用要件の緩和
や支援対象の拡大を提案要求していきます。また、都内の被災世帯への支援
について、地元自治体と連携しながら今後、具体的に検討します。

震災の影響による電力不足への対応として都は、都議会公
明党の主張を受け、中小企業が安定的に事業を継続するた
めに自家発電設備を導入する場合、今年度中の申請について
は導入費用の３分の２を助成します。

被災地での消費を喚起するため、都は都内旅行事
業者と連携して「被災地応援ツアー」を実施します。
これは、事業者が企画する「被災地応援ツアー」に
対し、都が協力金を支払うもので延べ 5 万人泊分につ
いて 1 泊 3000 円を助成します。福島、宮城、岩手県
内での宿泊が対象ですが、2 泊する場合、被災 3県に
隣接する青森、栃木、茨城の各県での1泊も助成され
ます。ツアー開始は 9月1日からです。

東京都議会の第２回定例会 (6 月 17 日～7 月１日 ) で都議会公明党は、東日本大震災を踏まえ、被災地支援や都内の防災対策について積極的
に政策提言を行い、活発に議論を展開多くの主張が実現できました。また、定例会を前に、都議会公明党は、被災地への調査団の派遣や、様々
な課題で石原知事に申し入れを行ってきました。そこで、今回はそのなかから主なものを報告します。

修理した放置自転車を寄贈

被災地応援ツアーに助成

荒川区自転車商小売組合連合会との連携プレ
ーで、被災した東松島市と福島市にそれぞれ
100台、50 台の自転車が支援物資として寄贈さ
れました。
地元の自転車組合の方々からの｢何とか役に
立ちたい｣との思いを受け止めた都議会公明党
の鈴木都議との連携プレーで実現したもの。
自転車が阪神大震災の時にも移動手段として
大いに活躍した事もあり、荒川区自転車組合の
思いが全国に伝わり、各地から多くの自転車が
被災地に届けられました。

荒川区から宮城・東松島市、福島市に

庶民の足…都電荒川線

100周年 !!
（写真は東京都交通局提供）
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70 歳以上の都民はシルバーバスで公共交通機関を利用できることを踏ま
え、都交通局は、都内に避難している高齢者や障がい者も都営交通の運
賃減免などの優遇が受けられるよう関係局と連携して具体的に検討します。

被災者の情報を一元的に管理し、迅速な罹災証明発行などにつなげる｢被
災者支援システム｣について、都は｢東京版｣のシステムを開発し、来年度中
の実用化をめざすとともに、区市町村に導入を積極的に働き掛けます。

災害発生時における被災状況の把握について、災害の影
響を受けずに情報収集などができる衛星通信が有効な手段
であることから、都は、日本独自の観測衛星打ち上げ計画
などの動向を踏まえて活用を検討します。

今回の震災では、「災害伝言サービス｣の接続が困難に
なる事態が発生しました。このため都は、安否確認サービ
スなどについて、通信事業者を含めた協議の場を設置して
対策の検討に着手します。

首都直下地震が発生した場合、帰宅できない人の一時待機施設として、駅周
辺施設の活用が重要となるため、都は帰宅困難者対策の協議会で民間事業者に
対し、一時受け入れの拡大や備蓄の促進への協力を要請します。

災害時に都内の各保育・教育機関が長時間の保育を
行う場合に、児童が安心して施設で過ごせるように、都
は新たに、水や非常食などの購入に要する経費について、
包括補助制度を活用し、区市町村を通じて支援します。

東京商工会議所の上條清文副会頭（東急
電鉄相談役）らも、｢2020 年オリンピック大会
の東京招致に関する｣要望活動の為に東京都議
会（7 月 14 日）に。これには副議長として鈴木
が応対に。席上、上條副会頭から｢オリンピック
東京招致を国民の共通の目標とし、再生日本の
姿を全世界にアピールする大きなチャンスと捉え
ていきたい｣と今回の東商として基本姿勢を披
瀝。これに対し鈴木からも｢オリンピック招致を契機に次代を担う青少年に夢・希望・
元気・勇気を与えていく機会に｣と招致への決意を語り、多くの方々の賛同を得られるよ
う、ともどもに頑張りましょうとエールを送りました。

2020 年オリンピック・パラリンピック
招致要請活動の為に、JOC 関係者と共に
スポーツ界の代表一行が東京都議会（6
月 23 日）に。鈴木も和田議長と共に一行
を議会で迎え懇談。席上、JOC( 日本オリ
ンピック委員会 ) の竹田恒和会長から正
副議長に 2020 年開催の為の要請文が手
渡されたあと、我が国を代表するアスリ
ート・オリンピアンのメンバーと記念の写
真に。なお、都議会への要請の前に代表
は都庁で石原都知事と面談、要請活動を。

都市の防災力を高めるためには、木造住宅密集地域の耐
震化や不燃化の促進が重要です。そこで都は、まちづくり
施策や税制、居住者の生活支援策などを総動員した新たな
手法を検討します。その上で地区を選定し、今後、重点的
にモデル事業に取り組みます。

都内の下水汚泥や焼却灰から放射性物質が確認されていることから、都議会
公明党は汚泥の処理などに対する都の取り組みをただしました。都は下水汚泥
の焼却で生じる排ガスについて「煙突から排出される前に高性能のフィルターを
通し、アルカリ性の水によって洗うことで、固形物を 99.9% 以上回収しており、
灰が施設外へ飛散することはない」と説明。また、「水で洗った後の排ガスの成
分を専門機関で測定した結果、放射性物質は検出されなかった」として、「放射
性物質を含む灰が飛散した事実はない」と答えました。今後、都は敷地境界の
放射線量測定を毎週実施するとともに、首都大学東京などの学識経験者の意見
も踏まえて測定を継続し、その結果をホームページで情報提供します。

災害時に都民の安全・安心を確保するための拠点となる交番や駐在所につい
て、半数以上で非常用電源装置が未設置のため、警視庁では今後 4 年間で、設
置が可能な施設に電源装置を整備します。今回、補正予算に約 100 施設につい
ての整備費が計上されました。

東商の上條副会頭も都議会に要望都議会・知事にJOC・アスリートの代表が要請に

写真は左から澤野大地 ( 陸上 )・宮崎大輔 ( ハンドボール )
水島寿思(体操 )・吉田沙保里(レスリング )・土田和歌子(パ
ラリンピック陸上 )・谷本歩実 (柔道 )・藤井拓郎 (水泳 )の
各アスリート・オリンピアンのメンバー

2020 年・オリンピックを東京に招致を！

防災都市・東京をめざして防災都市・東京をめざして
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